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1 2015年訪日旅行 

日本政府観光局（JNTO）の発表によると、2015年訪日外客数は前年比 47.1%

の 1973 万 7400 人で過去最高となりました。このうち、中国本土からは前年比

107.3%増の 499万 3800人となり、初めて最大市場となりました。 

この増加には円安やビザの緩和等様々な要因がありますが、クルーズ船を利用

した訪日旅行者数も増加しており、2015 年には日本全国への寄港回数は 1,400

回を超え、初めて 100万人を突破しました。 

このクルーズ船入港の増加には、クルーズ船の外国人乗客に係る入国審査手続

の円滑化も背景にあります。具体的には、「出入国管理及び難民認定法」が改正さ

れ、2015 年 1 月 1 日から法務大臣が指定するクルーズ船の外国人乗客を対象と

して、簡易な手続で上陸を認める「船舶観光上陸許可」制度が新たに設けられて

います。 

クルーズ船と聞くと、数ヶ月の長期旅行で費用も高額であり富裕層を対象とし

たもの、というイメージがあるかと思います。しかし、最近のクルーズ船による

観光は、クルーズ船の大型化が進んでおり、10万トンを超え、数千人が乗船でき

るようになっています。また、期間は 1 週間程度であり、かつ、価格も手頃で、

家族や子供連れでも気軽に楽しめる、カジュアルクルーズが増加しています。 

 

2 上海発の訪日クルーズ 

上海市にある浦江出入国管理所によると、2015年のクルーズ船による出入国者

は初めて 220 万人を突破し、前年比 34%増の約 226 万人でした。このうち観光

客が前年比 35%増の約 163万人、船員が前年比 32%増の約 62万人であったとの

ことです。 

2015 年に上海を拠点としているクルーズ船は 6 社 10 隻あります。このうち、

ロイヤルカリビアンクルーズ社、コスタクルーズ社、プリンセスクルーズ社、天

海クルーズ社の 4社 8隻は、呉淞口国際客船ターミナルを母港とし、海航集団と



渤海クルーズ社の 2社 2隻は、上海港国際客運センターを母港としています。2016

年には地中海クルーズ社が新たに運航を開始する予定となっています。 

上海発の主な航路は、韓国と日本を組み合わせたものが多く、日本での寄港地

は博多港や長崎港等の九州が中心となっています。中国からのクルーズ船の増加

により、クルーズ船の寄港回数は 2014年まで横浜港が 12年連続で全国 1位でし

たが、2015 年は博多港が 259 回で全国 1 位となりました。販売されているツア

ー内容は 4泊 5日か 5泊 6日で、価格は時期や部屋タイプによっても異なります

が、価格帯は 2,000 元から 8,000元台の商品が多く、中には 2,000元を切る商品

もあります。また、前述のクルーズ船の外国人乗客に係る入国審査手続きの円滑

化もあり、中国人の間では、クルーズ船は安価で気軽に楽しめる海外旅行となっ

ています。 

 

3 本センターのクルーズ船誘致への取り組み 

上記のように、クルーズ船による訪日観光客は増加していますが、愛知県への

寄港回数は年間数回程度であり、まだ多いとは言えません。また、中国から愛知

県までクルーズ船で寄港するためには、少なくとも 7泊 8日程度が必要となるた

め、現在中国から出航して九州以外へ寄港する商品の販売は多くありません。 

しかしながら、愛知県への寄港回数を今後増加させるため、本センターではク

ルーズ船会社への訪問を行い、クルーズ船受け入れに向けた港の概況や港周辺の

観光情報等について PRを行っています。 

クルーズ船による観光の特徴として、午前に港へ寄港し、夜には港を出港する

ため、実際に観光することが可能な時間は 4時間から 6時間程度であり、この短

時間内に観光地と買い物を回る必要があります。クルーズ船会社の中には、旅行

者の満足度を高めるため、旅行会社に対して観光地 2箇所と買い物 1箇所という

要望を出している会社もあります。 

また、中国では、クルーズ船を旅行会社が 1社または数社でチャーターするこ

とが多く、寄港地の選定に当たっては、旅行会社の意向が強く反映される傾向に

あるようです。さらに、寄港地に選定された場合、陸上観光のオプションツアー

も旅行会社が設定しています。 

このようなことから、上海産業情報センターでは、引き続きクルーズ船会社や

旅行会社のクルーズ部門へ訪問し、港周辺の観光モデルコースを積極的に提案し、

クルーズ船誘致に努めていきたいと思います。 
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